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１ これまでの郵政民営化に対する評価

（１） ゆうちょ銀行株式の売却

 ゆうちょ銀行を含む金融２社の株式については、2012年の郵政民営化法改正時の附帯
決議において、日本郵政が保有する金融２社の株式のできる限り早期の全株処分に向
けて、日本郵政に具体的な説明責任を果たすよう努めることが求められているが、民間
金融機関との間での公正な競争条件の確保の方法を含め、その道筋は依然として示さ
れていないものと認識。

 かかる中、日本郵政グループの中期経営計画「JPビジョン2025」において、「JPビジョン
2025期間中のできる限り早期に保有割合50％以下とする」方針が示され、2023年３月
には株式売却により、日本郵政のゆうちょ銀行株式保有割合は概ね60％程度まで低下。

 他方、50％以下となった以降については、グループの一体性確保等を勘案しながら「資
本関係に依らない郵政グループを構築する」とされているが、適正な競争環境の確保の
ためには、日本郵政グループ各社が、各々持続的なビジネスモデルを構築し、相互に
独立している、もしくは透明性の高いグループ内取引関係にもとづくビジネス環境であ
ることが重要であると認識。
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１ これまでの郵政民営化に対する評価

（２） ゆうちょ銀行の貯金預入限度額の引上げ

 2018年12月に公表された「郵政民営化の進捗状況についての総合的な検証に関する
郵政民営化委員会の意見」(以下「委員会意見」)では、それまでの預入限度額規制を緩
和する方針が示され、2019年４月にはゆうちょ銀行の通常貯金と定期性貯金の預入限
度額がそれぞれ1,300万円に引き上げ。

 他方、「委員会意見」では、日本郵政グループおよび政府に対して、①貯金獲得に係る
インセンティブを他の評価項目への振替等により撤廃すること、②将来の見直しについ
ては、グループのバランスシートの抑制と戦略的活用を含めた日本郵政のビジネスモ
デルを再構築し、日本郵政が保有するゆうちょ銀行株式を３分の２未満となるまで売却
することを条件に、通常貯金の限度額について検討すること、が示された。

 これらの条件のうち、①のインセンティブ撤廃と、②のうちのゆうちょ銀行株式の売却が
実施されたことは評価するが、②のうちのビジネスモデルの再構築に関しては、ゆうちょ
銀行の各種リスク管理体制の整備状況も含めて、十分な検証・評価の結果は示されて
おらず、限度額の検討を行う環境は整っていないと認識。
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１ これまでの郵政民営化に対する評価

（３） ゆうちょ銀行による新規業務への参入

 2022年３月、ゆうちょ銀行の投資一任契約の締結の媒介業務への参入について郵政民
営化法の規定にもとづく認可が行われた。

 貴委員会は、2022年２月に公表した「株式会社ゆうちょ銀行の新規業務（投資一任契約
の締結の媒介業務）に関する郵政民営化委員会の意見」において、業務を実施する場
合の留意事項として、ゆうちょ銀行による的確かつ円滑な業務処理を可能とする態勢の
確保や、業務運営に関し、新規業務開始後も含め、貴委員会および関係当局による継
続的なモニタリング等が必要である旨を指摘。

 ゆうちょ銀行による投資一任契約の締結の媒介業務については、2022年５月から「ゆう
ちょファンドラップ」としてサービス提供が開始されており、貴委員会および関係当局に
よるモニタリング等も継続的に行われ、必要に応じて是正措置等がとられるものと認識。
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２ 今後の郵政民営化への期待

（１） 日本郵政による金融２社の株式売却

 「JPビジョン2025」では、金融２社株式の保有割合を50％以下とした後も、金融２社株式
処分について検討を進めるとしており、2012年の郵政民営化法改正時の附帯決議で求
められた、ゆうちょ銀行を含む金融２社の全株式売却に向けての具体的な説明責任を
日本郵政が果たすことを求める。また、グループ各社の持続的なビジネスモデルの構
築や、グループ内における取引関係の透明性確保にかかる説明を含むことを期待。

（２） ゆうちょ銀行の預入限度額見直し

 ゆうちょ銀行の預入限度額について、将来、仮に、さらなる見直しを議論する場合は、ま
ず「委員会意見」において日本郵政グループおよび政府に対して求められている「グ
ループのバランスシートの抑制と戦略的活用を含めた日本郵政のビジネスモデルの再
構築」について、貴委員会および関係当局において検証と評価を行い、これが実現して
いることが前提となると認識。

 また、2023年３月に、米国において発生した地銀破綻は、デジタル時代における流動性
リスクや、金利変動リスクが顕在化した事例。預入限度額を見直すことは、意図せざる
資金シフト等が生じた場合に地域の金融システムへ多大な悪影響が生じることへの恐
れ、預入限度額の引上げがゆうちょ銀行の更なる規模拡大に繋がった場合の将来的な
国民負担の発生懸念等といった、これまでＪＡバンク・ＪＦマリンバンクが述べてきた懸念
を増加させるものであり、貴委員会において、上述のような事例が実際に発生したこと
も踏まえたうえで、十分な検証が行われるべきであると認識。
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２ 今後の郵政民営化への期待

（３） ゆうちょ銀行による新規業務参入

 ゆうちょ銀行が新規業務に参入するに当たっては、まずは完全民営化への道筋が具体
的に示され、その確実な実行が担保されることが最低限必要であり、そのうえで、個別
業務ごとの新規参入の是非については、利用者利便の向上、適正な競争関係の確保
の観点を踏まえ、金融機関のサービス向上に資するか否かを総合的に検討し、その可
否が判断されるべきであると認識。また、その前提として、ゆうちょ銀行において、新規
業務のみならず、既存業務も含めて顧客本位の業務運営が徹底されるための十分な
体制整備がされるとともに、貴委員会および関係当局において継続的にモニタリングを
行っていくことが必要。

 さらに、日本郵政によるゆうちょ銀行株式の保有割合が50％を下回った場合には、新規
業務規制が認可制から届出制に移行することとなるが、この場合であっても、郵政民営
化法において「他の金融機関等との間の適正な競争関係及び利用者への役務の適切
な提供を阻害することのないよう特に配慮しなければならない」とされていることを踏ま
え、これらを検証するためのモニタリング、およびその結果を踏まえた必要な是正措置
の実施は、当然、継続すべきであると認識。
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２ 今後の郵政民営化への期待

（４） 結語

 デジタル化の推進や、脱炭素への取り組み、人口減少に伴う人手不足への対応など、
我が国の社会的課題は多岐にわたります。こうした課題解決に向けて、ゆうちょ銀行と
民間金融機関の連携・協働を推進していくためには、お互いの強みを生かした相互補
完関係を一層強化することが重要であると認識。

 特に、ＪＡバンク・ＪＦマリンバンクは日本全国の農山漁村に広く店舗を展開しており、農
業者や漁業者等への金融サービスの提供を通じて、わが国の農林水産業や地域社
会・経済を支えている。このため、全国ネットワークを通じて各地域で幅広いサービスを
提供している郵便局とは、農林水産業の成長産業化や地域社会の維持・発展に向け、
連携・協調できる部分が存在。

 こうした連携・協調が実を結ぶには、ゆうちょ銀行と民間金融機関が公正な競争条件の
下で共存し、安定した地域の金融システムを維持することを通じて、地方経済・地域社
会を発展させていくことが重要。

 郵政民営化の推進に当たっては、貴委員会および関係当局において長期的な国益を
十分に踏まえた深度ある審議・検討が行われ、郵政民営化が本来の目的や理念に
沿って進められることを希望。

以上
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（参考）主な系統組織の仕組み

経 済

共 済

共 済

信 用

信 用

代表・調整
・相談

指導・経済

指導・経済
林
業

漁

業

農

業

事 業

森林所有者等 JForest
(森組)

JA中央会 JA全中

JA経済連

JA共済連

JF信漁連

JF漁連 JF全漁連

JF共水連

JForest森連 JForest全森連

JA信農連

組合員等 市町村段階 都道府県段階 全国段階

Ⅲ

農林中央金庫

農林中央金庫

漁業者等 JF(漁協)

農業者等 JA(農協)Ⅰ

Ⅱ

JA全農
JAグループ

JAバンク

JF
マリンバンク
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